
４０㌫

■移譲後 (６段階）

３３㌫
２３㌫２０㌫

１０㌫
５㌫
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住民税                            （平成１９年６月分から適用）

■
何
が
変
わ
る
の
？

　　

地
方
分
権
を
積
極
的
に
進
め
て
い
く
「
三
位
一
体
改
革
」
の
柱
と
い
え

る
の
が
「
税
源
移
譲
」
で
す
。

　

税
源
移
譲
で
は
、
所
得
税
（
国
税
）
と
住
民
税
（
地
方
税
）
の
税
率
を

変
え
る
こ
と
で
国
の
税
収
が
減
り
、
地
方
の
税
収
が
増
え
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。
約
３
兆
円
の
税
源
が
国
か
ら
地
方
へ
移
譲
さ
れ
ま
す
。

■
ど
う
変
わ
る
の
？

 

４
段
階
の
税
率
を
６
段
階
に
細
分
化

（
所
得
税
と
住
民
税
を
合
わ
せ
た
税
負
担
が

変
わ
ら
な
い
よ
う
制
度
設
計
）

３
段
階
の
税
率
か
ら
一
律　

㌫
に

１０

（
町
民
税
６
㌫
、
県
民
税
４
㌫
）

　

ほ
と
ん
ど
の
人
は
平
成　

年
１
月
分
か
ら
所
得
税
が
減
り
、
そ
の
ぶ
ん

１９

６
月
分
か
ら
住
民
税
が
増
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
し
か
し
、
税
源
の
移

し
替
え
な
の
で
、「
所
得
税
＋
住
民
税
」
の
負
担
は
基
本
的
に
は
変
わ
り
ま

せ
ん
。 所

得
税

住
民
税

所得税

３７㌫

■移譲前 (４段階）

３０㌫
２０㌫

１０㌫

１３㌫
※課税所得７００万円

以上

１０㌫
※課税所得２００万円

～７００万円まで

５㌫
※課税所得２００万円

まで

課税所得にかかわらず、

一律１０㌫
（町民税６㌫、県民税４㌫）

■平成１８年度まで ■平成１９年度分から

（モデルケース①）税源移譲による負担変動（年額）
　

　独身者の場合

※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。

※このほか、実際の負担増減額には、平成１９年から定率減税が廃止されるなどの影響があること

にご留意ください。（詳しくは左のページをご覧ください）

税源移譲前
給与収入

合計住民税所得税

１８８,５００円６４,５００円１２４,０００円３００万円

４２１,０００円１６３,０００円２５８,０００円５００万円

７８１,０００円３０７,０００円４７４,０００円７００万円

税源移譲後

合計住民税所得税

１８８,５００円１２６,５００円６２,０００円

４２１,０００円２６０,５００円１６０,５００円

７８１,０００円４０４,５００円３７６,５００円

負担

増減額

０円

０円

０円

＝

（平成１９年１月から適用で、源泉徴収の方は平成１９年１月から天引きとなり、
確定申告による納付の方は平成１９年分所得税（平成２０年申告）からとなります）
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■定率減税を廃止
　平成１１年から、景気対策のために暫定的な税負担の軽減措置として導入されていた定率

減税が、最近の経済状況を踏まえて廃止されます。（所得税は平成１９年１月分、住民税は平

成１９年６月分から）

（モデルケース②）夫婦＋子ども２人、給与収入７００万円（年額）

●平成１８年

所得税：平成１８年１月分から税額の１０㌫

相当額を減額（１２万５千円を限度）

住民税：平成１８年６月分から税額の７.５

㌫相当額を減額（２万円を限度）

●平成１９年以降

所得税：平成１９年１月分から廃止

住民税：平成１９年６月分から廃止

平成１８年
住民税　　　１９６,０００円

・定率減税 △１４,７００円

所得税　　　２６３,０００円

・定率減税 △２６,３００円

合計　　　　４１８,０００円

平成１９年
住民税　２９３,５００円（＋９７,５００円）

・定率減税 廃止（＋１４,７００円）

所得税　１６５,５００円（△９７,５００円）

・定率減税 廃止（＋２６,３００円）

合計　　４５９,０００円（＋４１,０００円）

定率減税廃止により４１,０００円の増

■住民税の老年者非課税措置を廃止（経過措置があります）
　平成１７年１月１日現在、６５歳以上の人（昭和１５年１月２日以前に生まれた人）で、前年の

合計所得金額が１２５万円以下の方は、平成１７年度まで住民税が非課税でしたが、年齢にかかわ

らず公平に負担を分かち合うという観点から、この措置が平成１８年度から廃止されました。

　ただし、急激な税負担を緩和するため、経過措置がとられています。

（モデルケース③）７０歳独身、年金収入２００万円（年額）

 

※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。

※平成２０年度以降は、経過措置が廃止となり、住民税３７,３００円と所得税１７,４００円の合計５４,７００円で、平成１９年

度に比べ、１２,５００円の増となります。（各モデルケースの住民税（年額）は所得割に係るもので ､この他均等割が

課税されます）なお、土地の譲渡所得や株取引などの所得がある方は計算が異なります。

●平成１７年度

合計所得金額１２５万円

以下の人

非課税

●平成１８年度以降
経過措置として
①平成１８年度は税額の 2/3 を減額
②平成１９年度は税額の 1/3 を減額
③平成２０年度以降は全額負担

※経過措置は昭和１５年１月２日以前生まれの人が対象

平成１７年度
住民税　　　非課税

所得税　　　３４,８００円

・定率減税 △６,９４０円

合計　　　　２７,８４０円

　　 【税額　２７,８００円】

平成１８年度
住民税　　　　　　　　　１９,９００円

・定率減税　　　　　 　△１,５００円

・（住民税－定率減税）× 2/3　△１２,２６７円

所得税　　　　　　　　　３４,８００円

・定率減税　　　　　 　△３,４８０円

合計　　　　　　　　　　３７,４５３円

　　　　　　　  【税額　３７,４００円】

平成１９年度
住民税　 　　　３７,３００円（＋１７,４００円）

・住民税× 1/3  △１２,４３４円

所得税　　　　１７,４００円 （△１７,４００円）

合計　　　　　４２,２６６円

　　   【税額　４２,２００円】（＋４,８００円）

→
→
→
→
→

（　）内の数字は前年度比

の金額。

※子どものうち１人が特定

扶養親族に該当するものと

しています。また、一定の

社会保険料が控除されるも

のとして計算しています。

（　）内の数字は前年度比の金額。

→

→
→

→

→
→

課税


